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第1部　市町村財政の推移と現状分析

平成２４年度の県内市町村の普通会計決算額は、歳入が２兆３，２３８．７億円、歳出が２兆１，５２０．９
億円で、歳入・歳出ともに前年に比べて大幅に増加となりました。このうち、東日本大震災分
（復旧・復興事業分及び緊急防災・減災事業分の合計。以下、同じ）は、歳入が１兆３，８９９．９億円、
歳出が１兆２，４２２．９億円となっています。
実質収支は３９４．５億円の黒字となり、８年連続で赤字の団体はありませんでした。
単年度収支は２２．６億円の赤字となり、赤字団体は３５団体中１９団体（前年度は９団体）でした。
実質単年度収支は、１６８．９億円の黒字となり、赤字団体は３５団体中１３団体（前年度は６団体）で

した。
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実質単年度
収　支

単年度
収　支

実　質
収　支

形式収支歳出総額歳入総額
市町村名

うち東日本
大震災分（Ａ－Ｂ）うち東日本

大震災分（Ｂ）うち東日本
大震災分（Ａ）

３,３１２３,１６３４,３９２１８,２０５２５,４８３１９１,２１５５９８,９３1２０９,４２1６２４,４１４仙 台 市
▲１,６３７１,４４６９,４０８４３,０６７４７,６２９２６８,６４６３２１,９７５３１１,７１３３６９,６０4石 巻 市
３９４６４０１,１４４６,６３０７,２２４３０,８２４４９,６９７３７,４５４５６,９２１塩 竈 市
６,７９２▲８１５３,８５４２２,１１２１７,４８０１６５,２１３１９８,３２1１８７,３２５２１５,８０1気仙沼市
３３３３５８１０１６９９８０３,５６２１７,２４７３,７３１１８,２２７白 石 市
３,９６２５４２１,１８２５,１４６６,３３９３１,２６１５５,３５８３６,４０８６１,６９８名 取 市
４８４７４４９１６８６６９１,３６９１２,７８５１,５３７１３,４５４角 田 市

▲１４３▲１４４１,１７３２,９２３１,７０５１９,４６２４０,０７２２２,３８５４１,７７７多賀城市
７６５▲１,５４１９９１３,８５５４,８９３５６,８７３７０,３０７６０,７２８７５,２００岩 沼 市
▲９１０▲３３２１,３７３４９２２,１２９８,１３４５１,３４６８,６２６５３,４７５登 米 市
１,１７０▲４８９１,０４６８２４２,４９３５,４７３４９,３１７６,２９７５１,８１０栗 原 市
８７７▲１,４９４１,３１５１２,９６７１０,６０４１０４,０３３１２０,６８９１１７,０００１３１,２９３東松島市
２,３９２３０８２,４１８８９３３,６１５１０,４３５６３,３１９１１,３２８６６,９３５大 崎 市
１７,３５４１,３６７２９,５５５１１７,４５０１３１,２４５８９６,５０３１,６４９,３６４１,０１３,９５３１,７８０,６１０市 計
２２６▲１０６１１２０１４６４４９６,３３０４４９６,４７５蔵 王 町
６７１６９１１１９９６０２,７３１７１２,８３０七ヶ宿町
８７８６４１９４４４６７３４７７,２４１３９１７,７０８大河原町
▲１０▲１０２０９２５２５０８１,０２２６,０３２１,２７４６,５４０村 田 町
２５８１８４２３８０５９９２,０９９１４,１５１２,０９９１４,７５０柴 田 町
▲３６▲３７１４９１０３２５５７０５５,２０７８０８５,４６３川 崎 町
▲５２４▲１０６５８０１４５９３４１,３６９９,５４５１,５１３１０,４７９丸 森 町
６５０▲６２４４４３８,９４１８,４７０５７,４７４６７,７３９６６,４１５７６,２０９亘 理 町
２,５３７２,２９８３,７２８１３,６４３１４,６５１６６,７７８７１,６１７８０,４２１８６,２６９山 元 町
７３０８３２９２１,２５８７３２９,９１４１６,４６８１１,１７２１７,２００松 島 町
▲７４７▲７２６２３１５１８１,７３９２８,１２１３３,４４７２８,６３９３５,１８６七ヶ浜町
１６７１２８３２５１３０５５０４,３６７１３,６２４４,４９６１４,１７４利 府 町
１４８１４７６６００６９８４５９９,７５８４５９１０,４５６大 和 町
▲３８３▲３７４１５０３０７１,４５７５,４６４１,４５７５,７７１大 郷 町
▲４７７▲１３１５７９３５１,１３７１７７１３,０５８２１２１４,１９６富 谷 町
▲３３▲５８１６４０２４６４０３,７４４４０３,９９０大 衡 村
６３８６３２７１４９５５１４４２４,７５６５９１５,３０６色 麻 町
０▲１０８６３０３４７２９５４１１２,８２４５７５１３,５５４加 美 町
１５７１３１３１７１１２４０６２,４０８８,８９５２,５２１９,３０１涌 谷 町
▲４２▲４０１８５１４７４１８３,４５９１２,７１２３,６０６１３,１３０美 里 町

▲１,９７９▲１,３４３９９２,１４０４,１１２７４,４６１７９,７８４７６,６０１８３,８９６女 川 町
▲１,３２１▲３,１２２１０５２,５８８２,７８２８９,６３５９７,５９２９２,２２４１００,３７５南三陸町
▲４６３▲３,６２４９,８９７３０,２４９４０,５３７３４５,７８６５０２,７２２３７６,０３５５４３,２５９町 村 計
１６,８９２▲２,２５８３９,４５２１４７,６９９１７１,７８２１,２４２,２８９２,１５２,０８６１,３８９,９８８２,３２３,８６８県計（仙台市含）
１３,５８０▲５,４２１３５,０６０１２９，４９４１４６,２９９１,０５１,０７３１,５５３,１５５１,１８０,５６７１,６９９,４５４県計（仙台市除）

形式収支
歳入から歳出を差し

引いた額をいいます。
実質収支
その年度の決算で、

収支が赤字か黒字かを
見るための指標で、形
式収支から翌年度に繰
り越すべき財源（事業
の繰越によって来年度
に確保すべき財源な
ど）を差し引いた額を
いいます。
単年度収支
実質収支には、その

年度以前から累積され
た赤字や黒字の要素が
含まれています。した
がって、その年度の収
支の赤字・黒字を判別
するためには、その年
度の実質収支から、前
年度の実質収支を差し
引いた額を算出する必
要があり、この数値を
単年度収支といいま
す。
実質単年度収支
単年度収支には、長

期的に見て、実質的な
黒字要素・赤字要素と
なる支出・収入が含ま
れています。例えば財
政調整基金という基金
への繰出しは将来の赤
字に備えて積立を行う
もので、その年度では
支出となりますが、後
年度で取り崩せば収入
となります。また、地
方債の繰上償還は償還
を行うその年度におい
て、単年度としては大
きな支出になります
が、後々の地方債償還
に係る利息を削減する
ことができるなど、長
期的には支出を削減す
る効果があります。こ
れらの要素がなかった
と仮定して算出した収
支を実質単年度収支と
いいます。
実際の算定にあたっ

ては、単年度収支に、
財政調整基金への積立
額及び地方債の繰上償
還額を加え、財政調整
基金の取崩し額を差し
引いた額となります。

普通会計
市町村など地方公共団体の会計は、一般会計と特別会計に区分経理されていますが、各団体の会計区分は一様ではないた
め、一般行政部門を普通会計として整理しています。この他の会計には、その収支を一般会計とは分けて経理する必要がある
場合に設けられる会計で、各種の公営企業会計や国民健康保険事業会計、後期高齢者医療事業会計、介護保険事業会計などが
あります。

※　上表は端数処理により、合計と一致しない場合があります。

―用語解説――（単位：百万円）

市町村別普通会計決算収支の状況　　平成２４年度
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（１）歳入構造
平成２４年度の歳入は２兆３，２３８．７億円で、前年度に対して７，３１１．３億円（４５．９％）の増加とな
りました。
歳入が増加した原因については、国庫支出金及び繰入金などの増加額が大きかったことがあ
げられます。
国庫支出金については、東日本大震災復興交付金、災害廃棄物処理事業費補助金等の増加な
どにより、前年度と比較して５，６４２．９億円（１３１．５％）の増加となりました。また、繰入金は、
東日本大震災復興交付金等の復興事業財源を積み立てた基金からの繰入の増加などにより、前
年度と比較して、１，４４０．０億円（７８０．０％）増加となりました。
一方、地方税については、東日本大震災の被災者に対する減免措置の縮小や企業業績の回復
などにより、前年度と比較して２１２．９億円（７．６％）の増加となりました。

歳　入２

歳入構成比の推移

地方税　地方公共団体が仕事を進めていくために根本になる財源で、その地域に暮らし、活動し、消費している個人や法人が
負担しているものです。地方税には都道府県が課税する都道府県税と市町村が課税する市町村税があります。
地方交付税　地方税は、地域によって人口や経済力に差があるため、どの地域も同じように得られるとは限りません。一方で、
例えば生活保護などは、地域の経済力に差があるとしても日本全国どこでも同じ内容でなければなりません。このように、一
定の行政水準を保つため、地域ごとの税収の違いを補てんする地方交付税という制度があります。いわば、国による税の再配
分の性格を持っており、国税のうち、所得税、法人税、酒税、消費税及びたばこ税のそれぞれ一定割合を財源としています。交
付税には、一定の算式により交付される「普通交付税」と、災害など特別の財政事情に応じて交付される「特別交付税」、東
日本大震災による特別な財政事情に応じて交付される「震災復興特別交付税」の３つがあります。
地方債　地方公共団体が、必要とする資金を外部から調達するために負担する債務で、その返済が単年度でなく、複数年度に
わたり行われるものです。

（百万円） 単位：百万円・％
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1,592,7431,592,743

2,323,8682,323,868

936,513936,513

18.8

14.0
3.3
9.0

20.9

1.2

32.8

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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仙台市
石巻市
塩竈市
気仙沼市
白石市
名取市
角田市
多賀城市
岩沼市
登米市
栗原市
東松島市
大崎市
蔵王町
七ヶ宿町
大河原町
村田町
柴田町
川崎町
丸森町
亘理町
山元町
松島町
七ヶ浜町
利府町
大和町
大郷町
富谷町
大衡村
色麻町
加美町
涌谷町
美里町
女川町
南三陸町

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

市町村税 地方譲与税 地方交付税 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

27.2 0.5 8.3 26.8 6.0 12.3 18.9

3.3 0.2 14.9 53.4 12.3 2.5 13.4

8.7 0.2 18.8 47.6 6.1 2.6 16.0

2.2 0.1 14.5 68.6 5.6 1.1 7.9

21.6 1.0 30.3 17.6 6.8 4.5 18.2

16.4 0.4 15.7 35.2 9.1 5.9 17.3

25.9 1.5 34.0 11.0 4.8 7.9 14.9

14.3 0.3 18.1 39.4 11.3 3.8 12.8

7.6 0.2 11.2 58.2 4.6 1.2 17.0

13.4 1.2 38.4 16.1 8.1 8.7 14.1

13.5 0.9 44.2 12.3 5.1 9.1 14.9

2.0 0.1 12.5 51.8 9.1 1.0 23.5

22.7 0.9 33.1 18.2 5.7 7.7 11.7

26.6 1.3 33.6 7.8 5.6 5.7 19.4

18.7 1.1 48.5 6.2 3.9 7.8 13.8

35.6 1.1 24.7 9.4 7.5 6.6 15.1

21.0 1.2 38.1 14.7 4.6 7.5 12.9

30.3 1.0 19.0 12.7 4.6 18.7 13.7

16.4 1.2 47.2 12.0 5.5 2.0 15.7

12.1 1.2 38.0 15.1 7.6 9.2 16.8

3.8 0.2 13.1 44.1 19.1 1.1 18.6

1.1 0.1 11.1 56.8 13.0 0.7 17.2

9.2 0.3 19.7 52.4 5.0 3.8 9.6

5.9 0.2 9.8 65.2 5.1 0.3 13.5

31.5 0.7 12.7 30.9 6.4 6.7 11.1

39.9 1.2 19.1 12.0 6.9 5.3 15.6

18.3 0.9 30.7 23.4 6.6 5.6 14.5

37.2 1.0 14.5 11.9 6.7 6.3 22.4

36.9 1.1 21.2 13.4 3.7 7.1 16.6

13.3 1.8 44.9 9.0 4.8 13.3 12.9

18.9 1.5 50.6 5.5 6.4 6.9 10.2

15.2 1.2 35.3 20.5 5.6 8.3 13.9

18.4 1.1 33.4 16.5 5.9 11.2 13.5

4.1 0.0 3.9 70.1 3.5 0.2 18.2

0.8 0.1 10.4 76.9 4.7 0.4 6.7

歳入のうち一般財源の構成割合（平成２４年度）

40

30

20

10

0

財政力指数
グループ

1.0以上
Ａ

0.5～1.0未満
Ｂ

0.4～0.5未満
Ｃ

0.2～0.4未満
Ｄ

平　均
全

（％）

地方譲与税市町村税 地方交付税 その他

0.1
0.0
3.9

4.1

22.4

5.8 7.3

13.0

15.0

0.4
1.6

25.1

0.6
1.1

17.1

0.3
0.8

10.5

0.5
2.7

※　財政力指数については、Ｐ１６を参照してください。

◎グループ別の該当団体
Ａ　女川町
Ｂ　仙台市・名取市・多賀城市・岩沼市

大河原町・柴田町・亘理町・七ヶ浜町
利府町・大和町・富谷町・大衡村

Ｃ　石巻市・塩竈市・気仙沼市・白石市
角田市・東松島市・大崎市・蔵王町
松島町・美里町

Ｄ　登米市・栗原市・七ヶ宿町・村田町
川崎町・丸森町・山元町・大郷町
色麻町・加美町・涌谷町・南三陸町

市町村別歳入構成比（平成２４年度）
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（２）自主財源と依存財源
市町村の財源は、自主財源（地方税など自主的に収入する財源）と依存財源（地方交付税な
ど、国又は都道府県から交付される収入）に分けられ、自主財源の多寡は市町村の財政運営の
自主性、安定性に影響を与えます。
自主財源が財源全体に占める割合
は、前年度２７．３％より０．５ポイント
低下し２６．８％となりました。昨年
度、国庫支出金が大幅に増加したこ
と等により大幅に低下し、その傾向
が続いています。

2

4

3

9

1

4

6

2 4

七ヶ宿町
村田町
利府町

川崎町・丸森町・亘理町・大郷町・色麻町
加美町・涌谷町・美里町・女川町

山元町・松島町
七ヶ浜町・南三陸町

白石市・名取市
角田市・大崎市

塩竈市・多賀城市・岩沼市
登米市・栗原市・東松島市

石巻市
気仙沼市

大和町
富谷町

仙
台
市

蔵王町・大河原町
柴田町・大衡村

50％以上

（市部） （町村部）

40～50％

30～40％

20～30％

20％未満

自主財源の割合別団体数（平成２４年度）

歳入決算額の推移

自主財源
地方税、分担金及び負担金、使用料、手数
料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、
諸収入

（億円） 単位：億円・％
24,000

22,000

20,000

18,000

16,000

14,000

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0
元 10 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 年度

6,8716,871

9,9979,997 9,3659,365 9,2949,294 9,1289,128 8,8958,895 8,7118,711 9,0279,027
9,6489,648 9,5109,510

15,92715,927

23,23923,239

3,624
（52.7）

1,531
（22.3）

3,247
（47.3）

2,499
（36.4）

4,757
（47.6）

2,068
（20.7）

5,240
（52.4）

3,374
（33.7）

4,349
（46.4）

1,961
（20.9）

5.016
（53.6）

3,072
（32.8）

4,479
（48.2）

1,862
（20.0）

4,815
（51.8）

3,038
（32.7）

4,359
（47.7）

1,920
（21.0）

4,770
（52.3）

3,067
（33.6）

4,204
（47.3）

1,863
（20.9）

4,691
（52.7）

3,071
（34.5）

4,436
（50.9）

1,771
（20.3）

4,275
（49.1）

3,284
（37.7）

4,612
（51.1）

1,840
（20.4）

4,416
（48.9）

3,327
（36.9）

4,394
（45.5）

1,836
（19.0）

5,254
（54.5）

3,199
（33.2）

4,235
（44.5）

1,987
（20.9）

5,274
（55.5）

3,138
（33.0）

4,356
（27.3）

3,793
（23.8）

11,572
（72.7）

2,805
（17.6）

自主財源
6,238
（26.8）

地方交付税
3,497
（15.0）

依存財源
17,001
（73.2）

地方税
3,018
（13.0）

自主財源・依存財源の割合の推移

0

10

20

30

40

50

60

70

80
（％）

元 10 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24年度

52.7

47.3

36.4

22.3

7.5

9.3

8.4 9.0 8.6 9.0 8.7 9.0 8.9

14.7
12.6

42.7

14.2

14.0
12.9

10.8 11.3 9.7 10.2
11.5 12.0

7.6
5.5

20.7

20.9 20.0 21.0 20.9 20.3 20.4 19.0
20.9 23.8

15.0

33.7 32.8 32.7 33.6 34.5
37.7 36.9

33.2 33.0

17.6

13.0

52.4 53.6
51.8 52.3 52.7

47.6 46.4
48.2 47.7 47.3

49.1 48.9

54.5
55.5

72.7 73.2

50.9 51.1

45.5 44.5

27.3
26.9 26.8

依存財源

自主財源

地方交付税

国庫支出金

地方債

地方税
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（３）市町村税の収入実績
平成２４年度の市町村税収入済額は、３，０１８．１億円と前年度から７．６％増加しました。
税目別に見ると、市町村民税は前年度比１７．５％増の１，３６１．５億円で構成割合４５．１％となりま

した。これは、震災復興関連企業等
の業績向上などの要因により法人税
割が、また、東日本大震災による減
免措置の縮小などの要因により個人
均等割及び所得割がそれぞれ増加し
たことによるものです。一方、固定
資産税は前年度比０．２％減の１，２１７．０
億円で構成割合が４０．３％となりまし
た。これは、主に東日本大震災の影
響による滅失家屋数の増や損耗減点
補正、平成２４年度評価替え等により
家屋の調定済額が前年度から５．７％
下回ったことによるものです。
目的税については、入湯税（構成
割合０．２％）が前年度比９．７％増、事
業所税（構成割合１．６％）が前年度
比５．８％増、都市計画税（構成割合
６．０％）が前年度比０．５％増となって
います。

市町村税の構成（平成２４年度）
（国民健康保険料（税）を除く）

事業所税
48（1.6）

普通税 2,795
（92.6）

軽自動車税等
36（1.2）

市 町 村
たばこ税
180（6.0）

交付金
11（0.3）

入湯税等
5（0.2）

個人分
966

（32.0）

法人分
395

（13.1）土地
401

（13.3）

家屋
547

（18.1）

償却資産
258
（8.6） 県全体

3,018億円

目的税
223（7.4）

都　市
計画税
170
（5.6）

市町村
民　税
1,362
（45.1）

固　定
資産税
1,217
（40.3）

単位：億円・％

市町村税収入済額（税目別）の推移
（国民健康保険料（税）を除く）

（億円）

単位：億円・％

元 10 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24年度

市
町
村
民
税

固
定
資
産
税

そ
の
他
普
通
税

目
的
税

2,498

3,374

3,072 3,038 3,067 3,071

3,284 3,326
3,199 3,138

2,805

3,018

198（7.9）
151（601）

929
（37.5）

1,220
（48.8）

288（8.5）

185（5.5）

1,556
（46.1）

1,345
（39.9）

260（8.5）

185（6.0）

1,468
（47.8）

1,159
（37.7）

252（8.3）

189（6.2）

1,462
（48.1）

1,135
（37.4）

254（8.3）

186（6.1）

1,463
（47.7）

1,164
（37.9）

241（7.8）

190（6.2）

1,381
（45.0）

1,269
（41.0）

251（8.0）

186（6.0）

1,401
（44.6）

1,300
（41.4）

219（7.8）

209（7.5）

1,219
（43.4）

1,158
（41.3）

223（7.4）

216（7.2）

1,217
（40.3）

1,362
（45.1）

243（7.4）

190（5.8）

1,390
（42.3）

1,461
（44.5）

248（7.5）

185（5.5）

1,417
（42.6）

1,476
（44.4）

250（7.8）

180（5.6）

1,398
（43.7）

1,371
（42.9）
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収入率は、県全体で９３．３％（前年度９１．５％）と前年度より１．８ポイント上回りました。各市町
村別の状況については、全３５団体で前年度の収入率を上回りました。
主な税目別の収入率は、市町村民税は９３．９％（前年度９１．６％）で前年度を２．３ポイント上回り、
固定資産税は９１．８％（前年度９０．２％）で前年度を１．６ポイント上回りました。
次年度に繰越される収入未済額は、１９７．７億円と前年度から３４．６億円（１４．９％）減少となりま

した。国から地方への税源移譲の影響を受けて、平成１９年度以降増加傾向にありましたが、平
成２３年度からは、東日本大震災の影響による減免、課税免除による調定済額の減少や、滞納繰
越分収入率の向上に伴って収入未済額は減少となりました。

次年度に繰越される収入未済額と収入率の推移
（国民健康保険料（税）を除く）

（百万円）
（％）

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

98.0

97.0

96.0

95.0

94.0

93.0

92.0

91.0

90.0

89.0

88.0

87.0

元 10 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24年度

市町村民税 固定資産税 その他普通税
市町村税（収入率） 市町村民税（収入率） 固定資産税（収入率）

目的税

9,8779,877

853（8.6）
289（2.9）

4,736
（48.0）

3,999
（40.5）

2,127
（9.0）

2,288
（9.7）

11,909
（50.5）

7,272
（30.8）

2,361
（9.5）

808
（3.2）

14,812
（59.7）

6,838
（27.6）

2,239
（9.1）

791
（3.2）

14,743
（59.8）

6,875
（27.9）

2,102
（8.9）

678
（2.9）

14,330
（60.8）

6,449
（27.4）

1,971
（8.6）

619
（2.7）

13,785
（60.1）

6,562
（28.6）

1,853
（7.9）

552
（2.3）

13,313
（56.5）

7,862
（33.3）

1,726
（6.8）

1,086
（4.3）

13,137
（52.1）

9,271
（36.8）

1,788
（6.7）

440（1.7）

13,340
（50.1）

11,042
（41.5）

1,507
（6.5）
411（1.7）

11,633
（50.1）

9,681
（41.7）

1,243
（6.3）

383（1.9）

9,823
（49.7）

8,320
（42.1）

1,691
（6.6）

524（2.1）

12,954
（51.0）

10,237
（40.3）

23,59623,596

24,81924,819 24,64824,648

23,55923,559
22,93722,937

23,58023,580

25,22025,220 25,40625,406

26,61026,610

23,23223,232

19,76919,769

市
町
村
民
税

固
定
資
産
税

そ
の
他
普
通
税

目
的
税

96.8

96.2

95.1

92.9

89.8
89.9

90.3
90.0 90.0

90.5
90.6 90.6

90.2

91.8

93.5

91.7 91.7

92.1
92.3

92.4
92.2

91.8
91.6 91.5

94.9

93.9 93.8
94.0

94.5

94.4

93.7

92.6

91.8
91.6

93.9

93.3

※「収入未済額」＝「調定済額」－「収入済額」＋「還付未済額」－「不納欠損額」
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（４）地方交付税の概要
地方交付税は、地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む住民にも標準的な
行政サービスや基本的な社会資本が提供できるように財源を保障するためのもので、一定の基
準により、国税の一定割合を国が交付する税です。
本来、地方自治の観点からは、行政活動に必要な財源はそれぞれの地方公共団体がその住民
から徴収した地方税で賄うのが理想ですが、税源の地域的なアンバランスがあり、多くの地方
公共団体が必要な税収を確保できません。そこで、本来地方の税収入とすべき財源を国が代
わって徴収し、一定の合理的な基準によって再配分しています。つまり、地方交付税は「国が
地方に代わって徴収する地方税」といえます。

平成２４年度県内市町村普通交付税算定結果（財源超過団体除く）

包
括
算
定
経
費

公
債
費

個
別
算
定
経
費　

一
般
財
源

包括算定経費
63,709

臨時財政対策債
振替額
52,330

基準財政需要額
（振替後）
437,234

普通税
204,425

税交付金
25,891

地方譲与税9,026
その他7,330 目的税3,584

地方譲与税等679

公債費
57,160

総務費
37,888

産業経済費
15,677

厚生費
169,760

教育費
48,447

土木費
57,125

消防費
32,400

基準財政需要額
（振替前）
489,564百万円

Ⓐ

基準財政需要額
（振替後）
437,234百万円

Ⓑ
（Ⓐ－臨時財政対策債振替額）

財源不足額
186,444百万円

Ⓓ
（Ⓑ－Ⓒ+錯誤額）

普通交付税額
186,444百万円
（Ⓓ－調整額）

基準財政収入額
250,935百万円

Ⓒ

地域経済・雇用対策費
7,399

目
的
財
源

目
的
財
源

財源不足額
186,299

錯誤額
+145

普通交付税
186,444

調整額
0

基準財政需要額　各地方公共団体が合理的、妥当な水準の行政を行うための財政需要を一定の方法によって算定した額です。
基準財政収入額　地方公共団体の財政力を合理的に測定するために、標準的な常態において徴収が見込まれる税収入を一定の
方法によって算定した額です。標準税率で算定した地方税等の収入見込額のうち、７５％の額とされています。
臨時財政対策債　地方の財源不足を埋めるため、平成１３年度から地方財政法第５条の特例として発行されている地方債のこと
です。全ての地方公共団体に対して人口を基礎として算出する「人口基礎方式」と、各地方公共団体の財源不足額及び財政力
を考慮して算出する「財源不足額基礎方式」により発行可能額を算出（平成２５年度算定から「財源不足額基礎方式」に完全移
行。）し、基準財政需要額の一部が臨時財政対策債発行可能額に振り替えられています。なお、臨時財政対策債に係る元利償
還金相当額は、後年度の基準財政需要額に全額算入されることになっています。

普通交付税の算式
普通交付税額
＝財源不足額（基準財政需要額－基準財政収入額）
　　　　　－調整額（基準財政需要額×調整率）

※調整額：普通地方交付税の総額が財源不足額の総額
に満たない場合に、財源不足額の総額を普
通交付税の総額と一致させるために調整さ
れる額のことをいいます。平成24年度は
調整がありませんでした。

※錯誤額：交付税算定後において、基準財政需要額ま
たは基準財政収入額に異動の生じた額のこ
とをいいます。

（注）１．基準財政需要額及び基準財政収入額は、財源
不足団体の合計額です。

２．構造説明のため、数値とグラフの長さが合わ
ない箇所があります。

３．表示単位未満四捨五入のため合計と積み上げ
額が一致しない場合があります。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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全国の地方交付税総額については、平成１３年度から地方が自ら臨時財政対策債を発行し、資
金を借り入れる方法に変更したことにより減少に転じており、また、平成１６年度からは三位一
体改革等に伴い地方税収が増加し、地方交付税総額はさらに減少しました。その結果、地方税
収等の地域間格差が顕在化したことから、地方再生のための財源確保の観点から創設した「地
方再生対策費」（平成２０～２３年度）や「地域経済・雇用対策費」（平成２４年度～）等により地方
交付税総額は増加に転じました。平成２３年度は東日本大震災に対処するため、特別交付税が増
額されたこと、さらに通常の地方交付税とは別枠で震災復興特別交付税が創設されたことによ
り、これまでにない規模の額となりました。

県内市町村の地方交付税額等及び全国の地方交付税総額の推移

●東日本大震災に対応するため地方交付税が大幅増

焔特別交付税
普通交付税の基準財政需要額の算定方法
では捕そくされない除排雪、公立病院、離
島航路維持等の経費のほか、災害発生によ
る応急復旧・災害復旧など特別の財政需要
に対して特別交付税が交付されます。
平成２３年度から東日本大震災に係る財政

需要に対応するため、例年分に加え、震災
分が措置されています。

焔震災復興特別交付税
東日本大震災からの復旧・復興事業に係
る地方負担分について、地方債により措置
するのではなく、その全額を震災復興特別
交付税で措置することにより、被災団体の
実質的な財政負担をゼロとする対応がとら
れました。平成２３年度から通常収支とは別
枠で予算が確保されています。

特別交付税の対前年度比較 平成２４年度震災復興特別交付税交付額
H23
全国

1兆5,197億円
（うち震災分：5,079億円）

H24

全国
1兆473億円

（うち震災分：293億円）

都道府県分
4,856億円

都道府県分
1,468億円

市町村分
9,005億円

市町村分
1兆341億円

うち県内
市町村分
　　693億円

うち県内
市町村分
　　169億円

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

県
内
市
町
村
地
方
交
付
税
額
等

全
国
の
地
方
交
付
税
総
額
（
補
正
後
ベ
ー
ス
）

（百万円）
（億円）

176,982 169,090 175,379 170,247 161,691 167,106 167,498 181,580 186,251

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24年度

普通交付税
186,444

58,981

19,091

180,693 

106,141 107,781
114,165 108,958

123,247
133,327

170,201 169,587
159,954

152,027 154,061 158,202
171,936

187,522 182,898

255,054 227,372 223,666 214,581 202,770 208,054 220,923
256,981

430,947
402,037

17,124 16,643 16,012 15,381 16,878 16,067
17,124 69,340

123,694

特別交付税
16,906

震災復興特別交付税
146,306

41,158 31,644 28,322 25,698 24,070 37,358
58,277 51,662 臨時財政対策債

52,381

146,692 143,204 121,926

88,814

普通交付税
地方交付税全国総額（補正後ベース）Ⓐ

臨時財政対策債 特別交付税 震災復興特別交付税
Ⓐのうち国税五税分

注１）臨時財政対策債の額には財源超過団体を含んでいるため､前ページの表の数値と一致しません。
注２）平成23年度以降の地方交付税全国総額は、普通交付税、特別交付税の額に震災復興特別交付税交付額を加えた額です。

総額 算定項目内訳 団体内訳

震災復興
特別交付税
7,645億円

直轄・補助事業の
地方負担額
3,980億円

都道府県分
4,442億円

うち宮城県分
2,046億円

市町村分
3,203億円

うち県内市町村分
1,463億円

単独災害復旧事業費
712億円

津波被災地域の住民の定着促進
1,047億円

その他
1,157億円

中長期職員派遣等 207億円

地方税等の減収額 542億円
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（１）歳出構造
平成２４年度の歳出は２兆１，５２０．９億円で、前年度に対して６，５２６．１億円（４３．５％）の増加とな

りました。
地方公共団体の歳出構造を分類する方法には、歳出を経済的性質に分類した「性質別分類」
と、歳出を行政目的により分類した「目的別分類」があり、それぞれ以下のグラフのとおりと
なっています。

歳　出３

性質別分類　歳出を経済的性質によって、人件費、普通建設事業費、物件費など、予算や決算の区分である節を基準として分
類したものです。また、経費を「義務的経費」「投資的経費」「その他の経費」に分類することによって、財政の健全性、弾力
性を測定することができます。
目的別分類　歳出をその行政目的によって、総務費、民生費、土木費、教育費など、予算や決算の区分である款及び項を基準
として分類したものです。

歳出決算の構造（平成２４年度）
（性質別）

町　村　部　
（502,722百万円）

市部（仙台市除く）
（1,050,433百万円）

仙　台　市　
（598,931百万円）

東日本大震災分　
（1,242,289百万円）

県　全　体　
（2,152,086百万円）

7.4％ 6.0％ 7.1％ 7.8％ 11.6％4.8％ 11.2％ 4.5％ 39.6％

0.6％0.6％0.6％

7.7％ 10.8％ 11.2％7.8％ 0.5％ 61.2％

10.6％ 10.5％ 13.9％ 9.3％ 11.3％7.0％ 8.6％ 4.9％ 23.9％

6.1％ 4.5％ 5.1％ 6.1％ 4.0％ 12.3％ 11.5％ 4.6％ 45.8％

6.1％ 3.6％3.4％ 9.5％ 10.6％3.7％ 13.8％ 3.8％ 45.5％

0.0％0.0％0.0％

人件費 公債費 扶助費 物件費 補助費等災害復旧費 繰出金 その他普通建設事業費

0.7％

0.3％

0.2％0.2％0.2％

0.0％

（目的別）

町　村　部　
（502,722百万円）

市部（仙台市除く）
（1,050,433百万円）

仙　台　市　
（598,931百万円）

東日本大震災分　
（1,242,289百万円）

県　全　体　
（2,152,086百万円）

0.6％

40.2％ 24.4％ 3.7％2.1％ 7.9％ 4.8％ 6.0％4.8％ 6.1％

60.3％ 20.3％ 2.3％ 6.7％

0.6％

7.8％ 1.7％

20.9％ 26.0％ 4.8％ 11.3％ 6.6％ 10.6％7.0％ 12.1％

47.2％ 24.8％ 3.4％

2.0％

6.4％ 4.0％ 4.5％4.0％ 3.7％

48.6％ 21.8％ 3.1％4.0％ 7.1％ 4.2％ 3.6％3.8％ 3.8％

0.0％

その他公債費教育費土木費農林水産費衛生費民生費総務費 災害復旧費

0.7％0.7％

0.3％0.3％

0.2％

0.0％0.0％

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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市町村別目的別歳出構成比（平成２４年度）

20.9仙台市

石巻市

塩竈市

気仙沼市

白石市

名取市

角田市

多賀城市

岩沼市

登米市

栗原市

東松島市

大崎市

蔵王町

七ヶ宿町

大河原町

村田町

柴田町

川崎町

丸森町

亘理町

山元町

松島町

七ヶ浜町

利府町

大和町

大郷町

富谷町

大衡村

色麻町

加美町

涌谷町

美里町

女川町

南三陸町

26.0 4.8 11.30.7 6.6 7.0 10.6 12.1

52.7 1.827.6 2.1 4.7 2.0 3.6 2.9 2.6

67.9 20.3 0.9
1.4 0.9
2.7

1.2
1.9 2.8

67.5 12.6 1.1 3.4 11.0
1.2
0.4

2.2
0.6

16.0 22.6 7.4 4.5 6.6 13.7 7.3 12.5 9.4

20.7 25.4 10.6 4.0 8.1 10.5 4.2 7.3 9.2

13.1 22.7 7.8 10.95.9 11.3 2.1 17.7 8.5

18.6 16.1 13.0 6.7 10.7 17.3 3.1 7.2 7.3

14.5 16.5 7.3 3.5 16.1 9.2 9.1 14.39.5

16.7 30.1 9.0 12.20.6 16.8 2.4 3.8 8.4

12.8 21.0 6.0 3.9 8.9 9.5 23.9 7.9 6.1

12.6 25.0 10.2 1.8 9.2 14.0 5.2     13.58.5

36.0 22.2 4.6 0.9 5.2 8.9 6.4 9.8 6.0

53.2 1.426.8 1.5 2.0 6.5 2.0 4.3 2.3

58.5 13.6 2.70.9 5.9 6.2 4.3 3.9 4.0

57.0 26.0 0.6 6.5 4.4 0.8 2.6 0.8
1.3

48.8 26.7 1.1 8.9 7.0 1.6
2.6
1.4
1.9

11.4 25.2 8.0 13.15.5 6.4 11.4 9.6 9.4

12.4 21.1 9.9 3.8 9.0 11.4 13.8 7.4 11.2

12.8 21.6 7.3 1.7 14.1 18.2 5.8 10.7 7.8

12.2 19.1 9.3 3.5 8.2 8.6 14.6 14.0 10.5

13.4 32.2 13.1 2.1 6.3 11.7 2.7 7.7 10.8

24.8 14.5 6.3 5.1 8.4 6.7 7.1 8.0 19.1

14.1 21.2 10.3 3.0 6.9 11.5 8.5 15.9 8.6

16.1 27.6 10.6 2.8 6.3 10.0 7.4 11.9 7.3

59.9 11.017.7 0.9
1.1

3.9 1.71.8
2.0

16.2 23.7 9.1 6.1 7.5 14.6 5.7 11.2 5.9

12.4 28.1 9.0 5.8 7.6 12.9 4.6 11.2 8.4

57.7 19.2 1.5
0.9

14.2 1.6
1.9 1.4
1.6

34.5 33.2 2.9
0.3

11.4 5.1 2.7 5.8 4.1

13.2 25.9 6.7 4.9 12.5 10.6 7.2 10.0 9.0

32.7 29.8 1.83.1 6.2 5.2 6.9 8.0 6.3

12.6 28.7 12.2 3.3 7.48.5 11.3 8.1 7.9

65.6 21.1 1.8
1.6
1.7
1.5
2.5
1.7
2.5

46.5 27.7 4.0 0.9 5.9 2.92.5 4.65.0

総務費 民生費 その他土木費 教育費 公債費災害復旧費農林水産費衛生費

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％
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（２）経費別決算額の推移
義務的経費は、前年度と比較して８．１％減の４，４０９．１億円で、歳出総額に占める割合は２０．５％

となりました。内訳としては、人件費が集中改革プランに基づく退職者不補充などの職員数削
減により、前年度と比較して２．８％の減、扶助費が災害弔慰金等被災者への給付費の減少などに
より、前年度と比較して１９．２％の減、公債費が前年度と比較して１．８％の増となりました。
投資的経費は、前年度と比較して３０．７％増の２，７０３．４億円、歳出総額に占める割合は１２．６％と

なりました。内訳としては、補助普通建設事業が１３８．３％増、単独普通建設事業が１６．５％増、普
通建設事業費全体では前年度と比較して７４．８％増、災害復旧事業費が前年度と比較して７．５％
減となりました。

歳出決算額の推移

義務的経費・投資的経費の割合の推移

義務的経費　人件費、扶助費、公債費が該当します。支出が義務づけられているため、任意に節減できない極めて硬直性の高
い経費です。
投資的経費　普通建設事業費、災害復旧事業費等で、その支出の効果が資本形成に向けられる経費です。義務的経費に対して、
この経費の割合が高いほど、財政構造は弾力性が高いといえます。
普通建設事業費　道路、橋りょう、学校、庁舎等公共用又は公用施設の新増設等に要する投資的経費のことです。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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普通建設事業費の内訳の推移

0 元 10 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24年度

50,000

100,000

150,000

200,000

129,256

62,970

77,039

54,066

44,002
41,230 40,156

35,706 35,266 37,229 36,879

46,418

110,622

3,747
9,731

6,494 6,717 5,562
8,112

3,776 3,900 4,068 2,519 1,695 1,560

189,293

108,027
113,900

83,234

69,530 67,516

79,060

63,025

46,481

95,954

54,158

国
直
轄
事
業
負
担
金

単
独
事
業
費

補
助
事
業
費

義務的経費の割合別団体数（平成２４年度）

50%以上

45～50%

40～45%

35～40%

30～35%

25～30%

25%未満

大河原町
加美町

蔵王町
村田町

角田市
大崎市

仙台市・白石市・登米市
栗原市

柴田町・利府町
美里町

川崎町・丸森町・大和町・大郷町・富谷町
大衡村・色麻町・涌谷町

七ヶ宿町

亘理町・山元町・松島町・七ヶ浜町
女川町・南三陸町

石巻市・塩竈市・気仙沼市・名取市
多賀城市・岩沼市・東松島市

（町村部）（市部）

2

22

4 3

8

1

67

投資的経費の割合別団体数（平成２４年度）

20%以上

15～20%

10～15%

10%未満

（町村部）（市部）

9

4

7

2

1

4

4

4

七ヶ宿町・村田町・柴田町・川崎町・丸森町・大郷町
大衡村・色麻町・美里町

亘理町・富谷町
涌谷町・女川町

蔵王町・大河原町・山元町・松島町
七ヶ浜町・利府町・大和町

加美町
南三陸町

栗原市

仙台市・白石市
角田市・登米市

名取市・岩沼市
東松島市・大崎市

石巻市・塩竈市
気仙沼市・多賀城市
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（１）経常収支比率の状況
　財政構造の弾力性を示す経常収支比率
は、単純平均では８９．５％と前年度（９１．２％）
より１．７ポイント低下しました。加重平均
でも９３．０％と前年度（９５．７％）より低下し
ましたが、依然として硬直的な財政状況が
続いています。
また、段階的分布状況を見ると、９０％以
上が１４団体、８０％以上９０％未満が１８団体と
なっており、３５団体のうち３２団体が８０％を
超えています。

財政構造４

栗原市栗原市

大崎市大崎市 石巻市石巻市
女川町女川町

登米市登米市

涌谷町涌谷町

大衡村大衡村

大和町大和町

富谷町富谷町
利府町利府町
多賀城市多賀城市

塩竈市塩竈市

七ヶ浜町七ヶ浜町

大郷町大郷町

東松島市東松島市

美里町美里町

南三陸町南三陸町

気仙沼市気仙沼市

加美町加美町

仙台市仙台市

川崎町川崎町

蔵王町蔵王町

七ヶ宿町七ヶ宿町

白石市白石市

丸森町丸森町

角田市角田市 山元町山元町

亘理町亘理町

大河
原町
大河
原町

柴田町柴田町
村田町村田町

名取市名取市

岩沼市岩沼市

色麻町色麻町

松島町松島町

経常収支比率の推移（平均は単純平均）

88.2
（94.6） 86.8

（92.5）

84.9
（91.5）

87.8
（93.6）

88.9
（93.0）

89.7
（94.1）89.1

（94.1）88.1
（93.8）

90.5
（99.1）

84.8
（95.7）

79.5
（80.8）

68.9

75

0

80

85

90

95

100

105
（％）

元 10 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24年度

（　）は減収補塡債（特例分）、臨時財政対策債を
経常一般財源から除いた経常収支比率

凡　例
県　　　平　　　均
仙　　　台　　　市
市（仙台市除く）平均
町 　 村 　 平 　 均

93.9
（101.4）

95.8
（104.2）

88.5
（97.1）

91.4
（97.9）

92.2
（96.2）

93.6
（98.0）

92.5
（97.6）

91.1
（96.8）

92.6
（99.9）

88.6
（98.5）

84.6
（86.9）

72.1

95.4
（107.9）

96.5
（109.6）

101.5
（115.6）

97.4
（105.4）96.7

（101.8）

97.4
（103.5）

93.2
（98.8）

95.9
（102.4）

89.8
（101.1）

82.7
（85.0）

93.3
（102.4）

59.9

91.2
（98.5）

89.5
（96.0）

86.4
（93.9）

89.3
（95.4）

90.2
（94.3）

91.2
（95.7）

89.3
（95.1）

90.8
（99.2）

85.4
（96.1）

80.2
（81.7）

69.2

90.3
（95.4）

経常収支比率　地方公共団体の財政構造の弾力性を測定する比率として用いられ、地方税や普通交付税等の毎年度継続して
入ってくる使い道の自由な収入（経常的一般財源）が、どれくらいの割合で人件費、扶助費、公債費等のように容易に削減す
ることのできない経常的経費に充てられているかを数値として表したものであり、市にあっては８０％、町村にあっては７５％を
超えると財政構造の弾力性を失いつつあると考えられています。
＜算式＞
　　　　経常収支比率＝――――――――――――――――――――――――――――――――――――――　×１００

団体数
団体色区　分

計町村市

２２０７５％未満

１１０７５～８０％未満

６４２８０～８５％未満

１２１０２８５～９０％未満

１４５９９０％以上

３５２２１３計

歳出総額のうち経常的経費に充当した一般財源
歳入総額のうち広義の経常的一般財源＋減収補填債特例分＋臨時財政対策債

（平成２４年度）

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――



１５

（２）実質公債費比率の状況
平成２４年度の実質公債費比率（平成２２～

２４年度の３ヶ年平均）は、単純平均で
１０．６％となり、前年度（１１．３％）より、０．７
ポイント低下しました。
起債許可団体となる１８％以上の団体はあ
りませんでした。栗原市栗原市

大崎市大崎市 石巻市石巻市
女川町女川町

登米市登米市

涌谷町涌谷町

大衡村大衡村

大和町大和町

富谷町富谷町

大郷町大郷町 松島町松島町

東松島市東松島市

美里町美里町

南三陸町南三陸町

気仙沼市気仙沼市

加美町加美町

仙台市仙台市

川崎町川崎町

蔵王町蔵王町

七ヶ宿町七ヶ宿町

白石市白石市

丸森町丸森町

角田市角田市 山元町山元町

亘理町亘理町

大河
原町
大河
原町

柴田町柴田町
村田町村田町

名取市名取市

岩沼市岩沼市

色麻町色麻町

利府町利府町
多賀城市多賀城市

塩竈市塩竈市

七ヶ浜町七ヶ浜町

団体数
団体色区　分

計町村市

１２１０２１０％未満

２１１１１０１０～１５％未満

２１１１５～１８％未満

０００１８～２５％未満

０００２５％以上

３５２２１３計

（平成２４年度）

（３）将来負担比率の状況
平成２４年度の将来負担比率は、単純平均
で４０．８％（前年度５６．０％）、加重平均で
７６．５％（前年度９４．８％）となりました。
なお、早期健全化基準を上回る団体はあ
りませんでした。

栗原市栗原市

大崎市大崎市 石巻市石巻市
女川町女川町

登米市登米市

涌谷町涌谷町

大衡村大衡村

大和町大和町

富谷町富谷町

大郷町大郷町 松島町松島町

東松島市東松島市

美里町美里町

南三陸町南三陸町

気仙沼市気仙沼市

加美町加美町

仙台市仙台市

川崎町川崎町

蔵王町蔵王町

七ヶ宿町七ヶ宿町

白石市白石市

丸森町丸森町

角田市角田市 山元町山元町

亘理町亘理町

大河
原町
大河
原町

柴田町柴田町
村田町村田町

名取市名取市

岩沼市岩沼市

色麻町色麻町

利府町利府町
多賀城市多賀城市

塩竈市塩竈市

七ヶ浜町七ヶ浜町

団体数
団体色区　分

計町村市

３２２０１２　１００％未満

２１１　１００～１５０％未満

１１０　１５０～２００％未満

０００　２００～３５０％未満

０００　３５０％以上

３５２２１３　計

（平成２４年度）
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（４）財政力指数の状況
財政基盤の強さを示す指標である財政力
指数（平成２２～２４年度の３ヶ年平均）は、
単純平均で０．４９（前年度０．５１）、加重平均で
０．６１（前年度０．６３）となりました。
なお、地方交付税の不交付団体となる

１．０以上の団体は、前年度と同様、女川町で
す。

栗原市栗原市

大崎市大崎市 石巻市石巻市
女川町女川町

登米市登米市

涌谷町涌谷町

大衡村大衡村

大和町大和町

富谷町富谷町

大郷町大郷町 松島町松島町

東松島市東松島市

美里町美里町

南三陸町南三陸町

気仙沼市気仙沼市

加美町加美町

仙台市仙台市

川崎町川崎町

蔵王町蔵王町

七ヶ宿町七ヶ宿町

白石市白石市

丸森町丸森町

角田市角田市 山元町山元町

亘理町亘理町

大河
原町
大河
原町

柴田町柴田町
村田町村田町

名取市名取市

岩沼市岩沼市

色麻町色麻町

利府町利府町
多賀城市多賀城市

塩竈市塩竈市

七ヶ浜町七ヶ浜町

団体数
団体色区　分

計町村市

１１０　１．０以上

１２８４　０．５～１．０未満

１０３７　０．４～０．５未満

８６２　０．３～０．４未満

４４０　０．２～０．３未満

０００　０．２未満

３５２２１３計

（平成２４年度）

財政力指数の推移
（３ヶ年の平均値）　（平均は単純平均）

0.480.49
0.52

0.540.54
0.55

0.540.54

0.58

0.38
0.360.350.34

（％）

0
元 10 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24年度

凡　例
県　　　平　　　均
仙　　　台　　　市
市（仙台市除く）平均
町 　 村 　 平 　 均

0.49
0.510.52

0.54

0.840.850.860.860.850.84
0.820.820.820.81

0.88

0.94

0.49
0.51

0.53
0.550.550.55

0.410.400.390.39

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

0.54
0.530.52

0.50

0.54
0.53

0.57

0.61

0.65

財政力指数　基準財政収入額を基準財政需要額で割り出して得た数値の過去３ヶ年の平均値をいい、この数値が大きいほど財
政力が強いとみることができます（基準財政収入額・基準財政需要額についてはＰ８参照）。
＜算式＞
　　　財政力指数（単年度）＝―――――――――――基準財政収入額

基準財政需要額

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

※小数第３位までの数値により区分
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（５）将来にわたる財政負担の推移
地方債の平成２４年度末現在高は、臨時財政対策債の増加により１兆２，９２９．０億円（昨年度１兆

２，７２６．９億円）となっており、多額の債務を抱えている状況です。
また、地方債現在高に、将来的に支出が伴う債務負担行為を加えると１兆８，２７５．３億円（前年
度１兆６，３７４．９億円）となり、将来にわたる財政負担は前年度より増加しており、今後も財政構
造の硬直化が懸念されます。

地方債現在高の状況
（平成２４年度末現在高）

将来にわたる財政負担の推移

単位 : 億円・％
うち地域総合
整備事業債

臨時財政
対策債

公共事業
等債
787

（6.1%）

540（4.2）

財源対策債
292（2.3）

減税補塡債
485（3.8）

3,698
（28.6）

2,083
（16.1）

過疎対策事業債
251（1.9）

社会福祉施設
整備事業債
59（0.5）

厚生福祉施設
整備事業債
24（0.2）

1,531
（11.8）

一般廃棄物
処理事業債
106（0.8）

公共用地先行取得等事業債
88（0.7）

1,327
（10.3）

学校教育施設等整備事業債
696（5.4）

公営住宅建設事業債
278（2.2）

うち地方道路等
整備事業債

682（5.3%）

うち旧合併
特例事業債

その他
一般単独債

その他

一般単独
事業債県全体

12,929億円 4,080
（31.6%）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

10

公債費

5,014

808

5,822

12,860
13,846 14,356 14,342 14,226 14,277 14,146 14,063 14,312

16,375

18,275

1,134

1,516 1,543 1,408 1,654 1,688 1,579 1,737

3,648

債務負担
行為

地方債
現在高

5,346

11,726
12,650 12,840 12,799 12,819 12,623 12,458 12,484

12,575 12,727 12,929

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24年度元

（億円）

歳入に占める
　　　地方債の割合

1,196

地方債の借入額と公債費の推移

10 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24年度
0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600
(億円)

（％）

公債費公債費

元

607

8.8

14.2 14.0

12.9

10.8 11.3

9.7 10.2

11.5 12.0

7.6

5.5

297

286

583

1,172

1,372
1,332 1,368

1,266
1,322 1,330 1,315

1,265 1,259 1,282

720

452

1,034

338

1,041

291

1,079

289

992

274

1,063

259

1,089

241

1,089

226

1,052

213

1,053

206

元金
1,086

196

1,417
1,312

1,197
987 1,008

842 922

1,109 1,143 1,204 借入額
1,288

歳入に占める
　　　地方債の割合
歳入に占める

　　　地方債の割合

0

2

4

6

8

10

12

14

16

債務負担行為　歳出予算の金額、継続費の総額又は繰越明許費の金額の範囲内におけるものを除くほか、地方公共団体が債務
を負担する行為につき、その行為の内容として定めておくものであり（地方自治法第２１４条）、将来の支出を伴うものです。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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10 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24年度元

「平成 24年度末現在高－平成23年度末現在高」による。

（市部） （町村部）

その他
63（0.6） 単位：億円・％

定額運用基金
396（3.6）

土地開発基金
333（3.0）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000
(億円)

単位 : 億円・％

県全体
11,001億円

財政
調整基金
　　1,492
　　 （13.6）

減債基金
　263（2.4）

その他特定目的基金
　　　8,851（80.5）

積立基金
10,605（96.4）

778(45.5)

668(39.0)

1,7121,712
2,0752,075 2,1792,179 2,0482,048 2,0022,002 2,0082,008 2,0252,025 1,9851,985 1,9811,981 2,0882,088

4,0194,019

10,60510,605

266(15.5)
295(14.2)
444(21.4) 547(25.1)

284(13.0) 225(11.0)
554(27.0)

183(9.1)
556(27.8)

169(8.4)
565(28.1) 593(29.3)

148(7.3) 147(7.4)
694(35.0) 715(36.1) 795(38.1)

153(7.7) 186(8.9)

222(5.5)

1,032
(25.7)

263(2.5)

1,492
(14.1)

財政調整基金

減債基金

特定目的基金

1,336
(64.4)

1,348
(61.9)

1,269
(62.0)

1,263
(63.1)

1,274
(63.5)

1,284
(63.4)

1,144
(57.6)

1,113
(56.2)

1,107
(53.0)

2,765
(68.8)

8,851
(83.5)

10億円以上

5億円以上

10億円未満

1億円以上

5億円未満

1億円未満

-1億円未満

-1億円以上

-5億円未満

7
3

2

51

10

23

2

石巻市・気仙沼市・名取市・岩沼市
栗原市・東松島市・大崎市

亘理町・山元町
南三陸町

松島町
女川町

大河原町・村田町・川崎町・利府町・大和町
大郷町・大衡村・色麻町・加美町・美里町

蔵王町・七ヶ宿町・柴田町
富谷町・涌谷町

丸森町
七ヶ浜町

仙台市・白石市・多賀城市

角田市
登米市

塩竈市

（１）基金の状況
平成２４年度末における積立金現在高は、県全
体で１兆６０５．３億円となり、前年度（４，０１９．２億
円）と比較して６，５８６．０億円（１６３．９％）の増と
なりました。内訳については、財政調整基金が
４５９．４億 円（４４．５％）、減 債 基 金 が４０．５億 円
（１８．２％）、その他特定目的基金は、東日本大震
災復興交付金や東日本大震災復興基金交付金の
基金への積立により、６，０８６．１億円（２２０．１％）
の大幅増となりました。

年度間の財源調整５

基金の状況（平成２４年度）

財政調整基金単年度積立額（平成２４年度）

積立基金現在高の推移

基金　ある特定の目的のために財産を維持し基金を積み立てるため、又は定額の資金を運用するために設けられる基金のこと
をいいます。前者を積立基金、後者を定額運用基金といい、それぞれ地方公共団体が任意で設置することができますが、その
設置は条例によることとされています。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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（２）積立金現在高比率
一般財源に対して、どの程度積立金があるかを示す積立金現在高比率は、単純平均では

２６６．０％となり、前年度（８３．６％）より１８２．４ポイント上昇しています。その他特定目的基金に
おいて東日本大震災復興交付金や東日本大震災復興基金交付金の基金への積立が比率上昇の要
因となっています。

積立金現在高比率の推移
（％）

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24年度

凡　例
県　　　平　　　均
仙　　　台　　　市
市（仙台市除く）平均
町 　 村 　 平 　 均

42.9
40.9
38.2

32.6

46.1

40.5

36.8

28.9 28.3

36.4

40.3

300

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100

（財政調整基金+減債基金+その他特定目的基金）
標準財政規模

×100

45.7 45.4 44.7 46.4

41.2

39.3
37.4

67.2

97.1

41.8 43.7

49.6

42.9

52.2

45.2

83.6

266.0

89.7

273.2

37.4 39.0 40.7

28.3 29.4 29.8 31.0 33.0

73.8

266.9

積立金現在高比率別の団体数（平成２４年度）

45%以上

40～45%

35～40%

30～35%

25～30%

20～25%

15～20%

15%未満

（町村部）（市部）

12 16

1 4

1

1

七ヶ宿町・川崎町・亘理町・山元町・松島町・七ヶ浜町・利府町・大和町
大郷町・富谷町・大衡村・加美町・涌谷町・美里町・女川町・南三陸町

蔵王町・大河原町
村田町・丸森町

色麻町

柴田町

仙台市・石巻市・塩竈市・気仙沼市・白石市・名取市
多賀城市・岩沼市・登米市・栗原市・東松島市・大崎市

角田市

財政調整基金　年度間の財源不足の不均衡を調整するために積み立てられる基金で、予期しない税収減や災害発生等の支出増
加等への備えとなります。
減債基金　地方債の償還を計画的に行うための資金を積み立てる目的で設けられる基金で、繰上償還を行うときなどに取崩さ
れます。
特定目的基金　特定の目的（高齢者福祉推進のための財源、文化センターの建設財源、スポーツ振興に資するための財源等）
のための財産の維持又は資金の積立の性質を持つ基金です。この基金については、設置された目的のためでなければ処分する
ことができません。
積立金現在高比率　地方公共団体の財政の安定性を判断する指標の一つで、高いほど将来に対する蓄えがあるということがい
えます。
標準財政規模　地方公共団体の一般財源の標準的大きさを示すもので、実質収支比率、実質公債費比率、連結実質赤字比率、
将来負担比率などの基本的な財政指標や財政健全化指標の分母となるため、大きな意味を有しています。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――



２０

平成２４年度の決算規模は全体で４，４５１．２億円となり、前年度（４，３８８．８億円）から６２．４億円の
増となりました。これを普通会計の歳出決算額（２１，５２０．９億円）と比較すると、およそ２０．７％
の額に相当し、市町村行財政運営の中でも極めて大きな位置を占めていると言えます。
決算規模を事業別に見ると、下水道事業が公営企業全体の３２．１％を占めており、以下、病院

事業２１．５％、交通事業１８．０％等となっています。

公営企業会計第２章

市町村公営企業決算規模の推移

15 16 17 18 19 20 21 22
※端数処理により、内訳と合計が一致しない場合があります。
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企業債現在高の推移

※端数処理により、内訳と合計が一致しない場合があります。
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平成２４年度末の企業債現在高は１兆７３９．０億円で、前年度（１兆９８３．９億円）から２４４．９億円の
減となっており、平成１４年度をピークに減少傾向となっています。
企業債現在高を事業別に見ると、下水道事業が最も多く、全体の５６．６％と半分以上を占めて

おり、以下、水道事業（簡易水道事業を含む。）１６．２％、交通事業１２．７％等となっています。

平成２４年度の他会計繰入金は公営企業全体で９２３．９億円となり、前年度（９４１．７億円）から１７．９
億円の減となりました。この内訳を見ると、収益的支出に充てられた繰入額は４８２．６億円で、収
益的収入に占める割合は１７．１％となっています。一方、資本的支出に充てられた繰入額は
４４１．３億円で、資本的収入に占める割合は２７．０％となっています。



２１

公営企業会計の場合、経費の負担区分の原則等に基づいて一般会計等の他会計が負担すべき
又は負担できる経費もありますが、これらの経費以外の経費は、独立採算性の原則により経営
に伴う収入で賄うことが必要です。しかし、依然として多くの事業において他会計からの繰入
金に依存した経営状況となっています。

他会計繰入金の推移
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収益的支出分
資本的支出分

一般会計から主な公営企業会計に対する繰出金等の推移

0 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24年度

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000
（百万円）

40,702

12,446

3,266 2,898 3,459 3,039 2,661 2,994 3,215 3,350
4,162

29,667

9,442

2,192 1,811 2,195 1,911 1,590 1,972 2,162 2,372 2,934

9,581 10,160

12,620

10,060

12,052
13,407 13,457

14,685

27,801 27,407
25,685

22,669

19,496

21,554 21,088

27,706

38,470 38,548
36,766

33,416
32,319

31,265
30,548

40,016

25,491
仙台市
除く県計

36,108
仙台市

15,101
仙台市

3,295
仙台市

12,608 12,951

15,398

12,771

14,720
15,942 15,709

17,215

12,715
仙台市
除く県計

下
水
道

病　

院

上
水
道

2,178
仙台市除く県計

他会計繰入金　一般会計等から上下水道事業や病院事業等の公営企業会計に対して、料金収入で賄うことが適当ではない又は
困難な経費、つまり、独立採算性になじまない経費に充てるための財源が繰入れられています。その繰入金額は、原則として、
地方公営企業法の規定や毎年度総務省より示される通知を基準にしており、事業ごとに市町村が算定しています。
収益的支出　一年間の経営活動のために使われる人件費や物件費等の支出のことです。基本的に、サービス提供の対価として
の収入（料金収入等）をもって充てられます。
資本的支出　建設工事や設備導入、企業債償還のための支出のことです。主に､企業債等の収入をもって充てられます。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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経常収支比率
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角　田　市
多 賀 城 市
岩　沼　市
登　米　市
栗　原　市
大　崎　市
蔵　王　町
大 河 原 町
村　田　町
柴　田　町
川　崎　町
丸　森　町
亘　理　町
山　元　町
松　島　町
七 ヶ 浜 町
利　府　町
大　和　町
大　郷　町
富　谷　町
大　衡　村
色　麻　町
加　美　町
涌　谷　町
美　里　町
女　川　町
南 三 陸 町
石巻地方広域水道企業団
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94.3 
69.0 
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108.9 

平成２４年度決算に基づく経営指標
水道事業の経常収支比率
（上水道事業及び法適用簡易水道事業）

下水道事業の平均経費回収率
（特定公共下水道以外の全事業の数値を合算して算出したもの）
（１）市町村別

市町村立病院の経常収支比率
（２）供用開始経過年数別
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村　田　町
柴　田　町
川　崎　町
丸　森　町
亘　理　町
山　元　町
松　島　町
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経常収支比率　公営企業の分析に用いる指標の一つです。
企業の経常的な活動における収益性を表し、１００％で収支が
均衡している状態であり、１００％を割り込んでいる場合は費
用が収益を上回る状態です。

――――――――――――――――――――　×１００（％）

経費回収率　下水道事業の経営分析に用いる指標の一つで、
汚水処理に要した経費（維持管理費及び資本費）に対して、
どの程度料金収入で賄えているかを示したものです。一般
的には供用開始から年数が経過すると加入者が増加するの
で、数値が高くなる傾向にあります。汚水処理の経費につ
いては、原則加入者からの料金収入によって賄うことと
なっています。

――――――――――――――――――――　×１００（％）

―用語解説―――――――――――――――

使用料単価（＝料金収入÷年間有収水量）
汚水処理原価（＝（維持管理費＋資本費）÷年間有収水量）

経常収益（＝営業収益＋営業外収益）
経常費用（＝営業費用＋営業外費用）



２３

●累積欠損金の状況
平成２４年度末において、累積欠損金を有する事業（実質収支で赤字が生じた事業を含む。以
下同じ。）は４３事業で、累積欠損金の額は２，１５９．０億円に上ります。
事業別に見ると、病院事業が１７事業と最も多く、下水道事業が１０事業、上水道事業が９事業、
交通事業、ガス事業、介護サービス事業が各２事業、その他事業が１事業となっています。
下記のグラフは、累積欠損金を有する事業の事業別の状況と累積欠損金比率を表したもので
すが交通事業や病院事業、ガス事業の比率が高い状況です。

累積欠損金を有する事業数・累積欠損金比率

0 200 400 600
（単位：％）
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介護サービス
累積欠損金比率事　業　数

累積欠損金　営業活動によって生じた各事業年度の欠損金（赤字）が累積したものをいいます。
累積欠損金比率　事業体の経営状況が健全な状態にあるかどうかを累積欠損金の有無により把握しようとするもので、営業収
益に対する累積欠損金の割合をいいます。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――



２４

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、平成１９年度決算分から、各市町村は
健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率の４指
標）及び各公営企業の資金不足比率を算定し、公表することとなりました。※算定式については裏表紙参照

平成２４年度決算に基づく算定の結果、健全化判断比率が早期健全化基準以上となった市町村
はありませんでした。

地方公共団体財政健全化法第３章

実質赤字比率（早期健全化基準　１１．２５～１５％、財政再生基準　２０％）
赤字団体はありませんでした。

連結実質赤字比率（早期健全化基準　１６．２５～２０％、財政再生基準３０％）
赤字団体はありませんでした。

実質公債費比率
（早期健全化基準　２５％、財政再生基準３５％）

将来負担比率
（早期健全化基準　指定都市　４００％、その他　３５０％）
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※　棒グラフ及び表内の数値は平成２４年度数値、折れ線グラフが平成１９年度数値を表しています。
※　単純平均の算出に当たり、将来負担額が０以下の団体は、将来負担比率を０として計算しています。



２５

資金不足比率（経営健全化基準　２０％）
３５市町村、５一部事務組合（企業団）の１５１会計のうち、資金不足比率が経営健全化基準を上
回った事業はありませんでした。なお、資金不足額があったのは２事業であり、いずれも病院
事業でした。

資金不足比率

塩竈市（病院）
（87）

登米市（病院）
（144）

※団体名の下の数値は、資金不足額（単位：百万円）

0.7 3.5 

0.5 

0.04.0 0.2 0.4 0.6 0.8
（単位：％）（単位：％）

2.1 

3.5 3.0 2.5 2.0 1.5 1.0 0.5 0.0

資金不足額の標準財政規模比

地方公共団体の財政の健全化に関する法律　財政指標を整備してその公表の仕組みを設けるとともに、財政の早期健全化及び
再生のための新たな制度を整備することを目的として制定された法律です。
実質赤字比率　一般会計等の実質収支（Ｐ．２参照）の赤字額（実質赤字額）が標準財政規模に占める割合を表す比率です。
連結実質赤字比率　全会計の赤字額（「実質赤字額」と「資金不足額」の合計）が標準財政規模に占める割合を表す比率です。
実質公債費比率　「公営企業に対する一般会計繰出金」や「一部事務組合に対する負担金・補助金」などのうち公債費に充当
されたもの等を含めた「実質的な公債費」に費やした一般財源の額が、標準財政規模を基本とした額に占める割合を表す比率
です。
地方公共団体財政健全化法の実質公債費比率は、起債の許可を要する団体の判定に用いるために平成１７年度決算分から算定
している地方財政法の実質公債費比率と同じです。
将来負担比率　地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、「将来負担すべき実質的な負債」に充当すると
見込まれる一般財源の額が、標準財政規模を基本とした額に占める割合を表す比率です。この比率が高い場合、将来の財政を
圧迫する可能性が高くなります。
早期健全化基準　地方公共団体の財政状況が悪化した場合に、自主的かつ計画的に財政健全化を図るべき基準として、健全化
判断比率の４指標それぞれについて定められた数値です。
財政再生基準　財政状況の著しい悪化により自主的な財政健全化が困難な状況において、計画的に財政健全化を図るべき基準
として、実質赤字比率、連結実質赤字比率及び実質公債費比率の３指標それぞれについて定められた数値です。
資金不足比率　公営企業会計ごとの「資金不足額」が事業の規模に占める割合を表す比率です。「資金不足額」は、地方公営
企業法適用企業では１年以内に支払うべきもの（流動負債）の額が、１年以内に換金できるもの（流動資産）の額を超える場
合、その額（不良債務）を基本に算定します。地方公営企業法非適用企業では、一般会計等の実質赤字額と同様に算定します。
経営健全化基準　地方公共団体が、自主的かつ計画的に公営企業の経営の健全化を図るべき基準として、資金不足比率につい
て定められた数値です。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――



２６

第2部　市町村ごとの財政指標

１　ここでは、市町村の財政状況を表す６種類の財政指標（①経常収支比率、②連結実質赤字
比率、③実質公債費比率、④将来負担比率、⑤積立金現在高比率、⑥地方債現在高比率）及
び財政指標を４段階に分類したレーダーチャートを示しています。
２　財政指標を見る場合、①経常収支比率、②連結実質赤字比率、③実質公債費比率は市町村
財政の現況を表すものとして、④将来負担比率は市町村財政の将来の姿を予測するものとし
て、⑤積立金現在高比率及び⑥地方債現在高比率は現時点及び将来にわたっての財源の蓄え
と債務を表すものとして見てください。また、②連結実質赤字比率、③実質公債費比率、④
将来負担比率は普通会計のみならず、公営企業会計等も含めた財政指標であり、市町村の財
政状況を全体的に捉えています。
３　レーダーチャートは、線が外にあるほど財政状況が良いことを表しています。ただし、大
きな六角形ができているとしても、財政上の問題が何もないということにはなりません。

■市町村ごとの財政指標を利用するに当たって

１２３４区　　　　　分

１００%以上９５%以上
１００%未満

県単純平均（８９．５%）
以上

９５%未満

県単純平均
（８９．５%）未満経 常 収 支 比 率

早期健全化基準以上
早期健全化基準（団体
によって異なる）未満
の赤字が発生している

赤字が発生していない連結実質赤字比率

早期健全化基準（２５%）
以上

１８%以上早期健全化
基準（２５%）未満

県単純平均（１０．６%）
以上

１８%未満

県単純平均
（１０．６%）未満実 質 公 債 費 比 率

早期健全化基準
（３５０%）以上

３００%以上早期健全化
基準（３５０%）未満

県単純平均（４０．８%）
以上

３００%未満

県単純平均
（４０．８%）未満将 来 負 担 比 率

５%以下４１．８%以下
５%より大きい

県単純平均（２６６．０%）
以下

４１．８%より大きい

県単純平均
（２６６．０%）より大きい積立金現在高比率

３００%以上２００%以上
３００%未満

県単純平均（１５０．１%）
以上

２００%未満

県単純平均
（１５０．１%）未満地方債現在高比率

※　２２年度決算から、起債制限比率の算定を行わなくなったため、地方債現在高比率を新たな指標として用いています。　

県単純平均
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地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
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市部単純平均

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１７５．０２５３．８４５．１１１．７－９４．１
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２７

仙台市

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
３３２．２９７．１１４１．２１１．３－９６．５
１３３３４２

経常収支比率
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塩竈市

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１８５．３２１２．８４７．９１２．９－９８．３
３３３３４２
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石巻市

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１８０．２４３８．８６８．０１３．９－９９．６
３４３３４２

経常収支比率

将来負担比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

積立金
現在高比率

地方債
現在高比率

4

1

2

3

4

1

2

3

4

1

2

3

4
3

2
1

4
3

2
1

4
3

2
1

4
3

2
1

4
3

2
1

4
3

2
1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4
3

2
1

4
3

2
1

4
3

2
1

4
3

2
1

4
3

2
1

4
3

2
1

気仙沼市

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１６７．５７３８．２３２．７１５．０－１０３．０
３４４３４１
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名取市

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１９２．２１６７．６－１０．２－９１．４
３３４４４３
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白石市

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１０９．２７９．２－９．０－８３．８
４３４４４４
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角田市

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１３３．９３７．２６６．８１１．４－９３．２
４２３３４３
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岩沼市

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１２７．９４４６．５－６．５－９４．４
４４４４４３

経常収支比率

将来負担比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

積立金
現在高比率

地方債
現在高比率
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多賀城市

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１９０．４１７７．６－１１．０－１１２．９
３３４３４１

経常収支比率

将来負担比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

積立金
現在高比率

地方債
現在高比率
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登米市

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１７３．５４９．９９１．１１２．８－８５．７
３３３３４４

経常収支比率

将来負担比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

積立金
現在高比率

地方債
現在高比率
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東松島市

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１６５．０７３３．６－１４．２－９４．６
３４４３４３

経常収支比率

将来負担比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

積立金
現在高比率

地方債
現在高比率
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栗原市

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１４６．３６２．６７３．８１１．５－８４．０
４３３３４４

経常収支比率

将来負担比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

積立金
現在高比率

地方債
現在高比率
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２８

大崎市

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１７１．２５８．３６５．０１２．８－８５．４
３３３３４４

経常収支比率

将来負担比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

積立金
現在高比率

地方債
現在高比率
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七ヶ宿町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１０６．４１３４．５－７．１－７３．５
４３４４４４

経常収支比率

将来負担比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

積立金
現在高比率

地方債
現在高比率
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蔵王町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１２７．０３６．８６０．４１０．７－８９．２
４２３３４４

経常収支比率

将来負担比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

積立金
現在高比率

地方債
現在高比率
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大河原町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１０７．７３７．７１８．５３．８－９０．１
４２４４４３

経常収支比率

将来負担比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

積立金
現在高比率

地方債
現在高比率
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柴田町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１６７．０１８．２７０．７１１．８－９３．１
３２３３４３

経常収支比率

将来負担比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

積立金
現在高比率

地方債
現在高比率
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村田町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
２０４．３３５．１１５４．８１６．４－８７．１
２２３３４４

経常収支比率

将来負担比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

積立金
現在高比率

地方債
現在高比率
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川崎町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
５８．８５３．７－６．７－８４．１
４３４４４４

経常収支比率

将来負担比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

積立金
現在高比率

地方債
現在高比率
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亘理町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１３８．９５１７．８－９．７－８６．６
４４４４４４

経常収支比率

将来負担比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

積立金
現在高比率

地方債
現在高比率
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丸森町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１６２．６３９．７８３．４１２．１－８４．８
３２３３４４

経常収支比率

将来負担比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

積立金
現在高比率

地方債
現在高比率
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山元町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１３１．８８７１．４－１４．７－９４．６
４４４３４３

経常収支比率

将来負担比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

積立金
現在高比率

地方債
現在高比率
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七ヶ浜町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
９０．４５６１．９－７．５－１０２．２
４４４４４１

経常収支比率

将来負担比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

積立金
現在高比率

地方債
現在高比率
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松島町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１４９．３２７８．９３０．４９．８－８７．９
４４４４４４

経常収支比率

将来負担比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

積立金
現在高比率

地方債
現在高比率
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２９

利府町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１９６．２８８．０３３．５１２．１－８９．５
３３４３４３

経常収支比率

将来負担比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

積立金
現在高比率

地方債
現在高比率
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大郷町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１４７．５８１．６４１．８１２．３－８６．５
４３３３４４

経常収支比率

将来負担比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

積立金
現在高比率

地方債
現在高比率
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大和町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１１０．４４５．１０．４７．１－７８．６
４３４４４４

経常収支比率

将来負担比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

積立金
現在高比率

地方債
現在高比率
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富谷町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
５３．０７６．７－－１．０－８１．４
４３４４４４

経常収支比率

将来負担比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

積立金
現在高比率
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現在高比率
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色麻町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１１０．６３１．７１２７．４１２．０－８１．６
４２３３４４

経常収支比率

将来負担比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

積立金
現在高比率

地方債
現在高比率
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大衡村

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１４５．６９０．４－９．８－８５．４
４３４４４４

経常収支比率

将来負担比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

積立金
現在高比率

地方債
現在高比率
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加美町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１６６．６５２．２７８．３１１．５－８５．９
３３３３４４

経常収支比率

将来負担比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

積立金
現在高比率

地方債
現在高比率
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美里町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１９７．２４９．６８２．９１４．８－８９．９
３３３３４３

経常収支比率

将来負担比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

積立金
現在高比率

地方債
現在高比率
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涌谷町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１３９．６４９．２５７．６１０．６－８８．８
４３３３４４

経常収支比率

将来負担比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

積立金
現在高比率

地方債
現在高比率
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女川町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
８７．９１５４１．６－５．２－７４．１
４４４４４４

経常収支比率

将来負担比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

積立金
現在高比率

地方債
現在高比率
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南三陸町

地方債現在高比率積立金現在高比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率経常収支比率
１８０．２１３１８．０－１２．８－９５．２
３４４３４２

経常収支比率

将来負担比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

積立金
現在高比率

地方債
現在高比率
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趣旨：一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率
○実質赤字＝繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額）
・繰上充用額＝歳入不足のため、翌年度歳入を繰り上げて充用した額
・支払繰延額＝実質上歳入不足のため、支払を翌年度に繰り延べた額
・事業繰越額＝実質上歳入不足のため、事業を繰り越した額

趣旨：全会計を対象とした実質赤字(又は資金不足額)の標準財政規模に対する比率
イ　一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた会計の実質
赤字の合計額

ロ　公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額
ハ　一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額
ニ　公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

趣旨：一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率
○準元利償還金の内容
①　満期一括償還地方債について、償還期間を30年とする元金均等年賦償還をした場合の1年当たりの元金償還金相当額
②　一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち公営企業債の償還に充てたと認められるもの
③　一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
④　債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

趣旨：一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率
○将来負担額の内容
①　一般会計等の地方債現在高
②　債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費等に係るもの）
③　一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額
④　当該団体が加入する一部事務組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額
⑤　退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額
⑥　地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の当該債務の額のうち、当該
法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額

⑦　連結実質赤字額
⑧　一部事務組合等の連結実質赤字相当額のうち一般会計等の負担見込額
　

趣旨：公営企業ごとの資金不足額の事業規模に対する比率
○資金不足額
一般会計等の実質赤字に相当するものとして、公営企業会計ごとに算定した額
○事業の規模
料金収入など主たる営業活動から生じる営業収益等に相当する額

編集・発行　宮城県総務部市町村課
電話：022－211－2336
http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/sichouson/

この冊子は６５０部作成し、
一部当たりの印刷単価は２５２円です。

健全化判断比率等算定式
財政再生基準早期健全化基準市町村の場合

２０％１１．２５～１５％
（標準財政規模に応じて）○実質赤字比率

３０％１６．２５～２０％
（標準財政規模に応じて）○連結実質赤字比率

３５％２５％○実質公債費比率

－３５０％
（指定都市４００％）○将来負担比率

－２０％
（経営健全化基準）○資金不足比率（公営企業）

　　　　　　　　　　　一般会計等の実質赤字
実質赤字比率　＝　――――――――――――――×１００
　　　　　　　　　　　　　標準財政規模

　　　　　　　　　　　　連結実質赤字額（イ＋ロ）－（ハ＋ニ）
連結実質赤字比率　＝　――――――――――――――――――×１００
　　　　　　　　　　　　　　　　　　標準財政規模

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（元利償還金＋準元利償還金）－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）
実質公債費比率　＝　――――――――――――――――――――――――――――――――×１００の３ヶ年平均
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　標準財政規模－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

　　　　　　　　　　　　　　　将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋
　　　　　　　　　　　　　　　地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）
将来負担比率　＝　―――――――――――――――――――――――――――――――――――×１００
　　　　　　　　　　標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

　　　　　　　　　　　　資金不足額
資金不足比率　＝　―――――――――――×１００
　　　　　　　　　　公営企業の事業規模


